
令和６年（２０２４年）10 月７日 

建 設 委 員 会 資 料 

まちづくり推進部まちづくり事業課 

 

（第８２号議案） 

中野区南台四丁目地区における建築物の制限に関する条例等の 

一部を改正する条例 

 

１ 改正の主な理由 

これら条例改正の理由は、建築物の最低敷地面積の例外規定を定める条文が各条例

で統一性がなかったことである（「適用除外」「認める」「許可する」など）。今回

これを「許可」するという、統一的な表記にしたものである。  

また、建築基準法において建築物の最低敷地面積の例外規定を適用した場合は、地

区計画条例の建築物の最低敷地面積の規定を適用除外と整理したものである。  

 

２ 改正条例案  別紙条例 新旧対照表のとおり 

 

３ 参考  建築基準法における「建築物の最低敷地面積」に関する規定 

（法第５３条の２第１項の条文抜粋（下線は担当で追記）） 

 

（建築物の敷地面積） 

第五十三条の二 

建築物の敷地面積は、用途地域に関する都市計画において建築物の敷地面積の最低限

度が定められたときは、当該最低限度以上でなければならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当する建築物の敷地については、この限りでない。 

一 前条第六項第一号に掲げる建築物（防火地域内にある耐火建築物等） 

二 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する建築物で公益上必要なもの 

三 その敷地の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地を有する建築物であつて、

特定行政庁が市街地の環境を害するおそれがないと認めて許可したもの 

四 特定行政庁が用途上又は構造上やむを得ないと認めて許可したもの 
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【第１条関係】中野区南台四丁目地区における建築物の制限に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第１条～第４条 （略） 第１条～第４条 （略） 

（敷地面積の最低限度） （敷地面積の最低限度） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、地区施設の

整備の都合上やむを得ないと認めるときは、同項

の規定に適合しない敷地における建築物の建築を

許可することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、道路、公園

等地区施設の整備の都合上やむを得ないと認める

ときは、同項の規定に適合しない敷地における建

築物の建築を許可することができる。 

３ 第１項の規定は、法第５３条の２第１項第３号

の規定による許可を受けた建築物の敷地について

は、適用しない。 

 

第６条～第１３条 （略） 第６条～第１３条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

【第２条関係】中野区平和の森公園周辺地区における建築物の制限に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第１条～第６条 （略） 第１条～第６条 （略） 

（建築物の敷地面積の最低限度） （建築物の敷地面積の最低限度） 

第７条 地区計画により商業・近隣商業主体地区、

住宅主体複合地区、耐火中層住宅地区又は中層住

宅地区に指定された区域内においては、建築物の

敷地面積は、６０平方メートル以上でなければな

らない。 

第７条 地区計画により商業・近隣商業主体地区、

住宅主体複合地区、耐火中層住宅地区又は中層住

宅地区に指定された区域内においては、建築物の

敷地面積は、６０平方メートル以上でなければな

らない。ただし、区長が地区施設の整備の都合上

又は土地の利用上やむを得ないと認めた場合にお

いては、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、地区施設の

整備の都合上やむを得ないと認めるときは、同項

の規定に適合しない敷地における建築物の建築を

許可することができる。 

 

３ 第１項の規定は、同項の規定の施行又は適用の

際、現に建築物の敷地として使用されている土地

で同項の規定に適合しないもの又は現に存する所

有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として

使用するならば同項の規定に適合しないこととな

る土地について、その全部を一の敷地として使用

する場合においては、適用しない。ただし、次の

各号のいずれかに該当する場合は、この限りでな

２ 前項（ただし書を除く。以下この項において同

じ。）の規定は、同項の規定の施行又は適用の際、

現に建築物の敷地として使用されている土地で同

項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権

その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用

するならば同項の規定に適合しないこととなる土

地について、その全部を一の敷地として使用する

場合においては、適用しない。ただし、次の各号

別紙 新旧対照表 
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い。 の一に該当する場合は、この限りでない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

４ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行

による建築物の敷地面積の減少により、当該事業

の施行の際現に建築物の敷地として使用されてい

る土地で第１項の規定に適合しなくなるもの及び

当該事業の施行の際現に存する所有権その他の権

利に基づいて建築物の敷地として使用するならば

同項の規定に適合しないこととなる土地のうち、

次に掲げる土地以外のものについて、その全部を

一の敷地として使用する場合においては、当該土

地に対しては、同項の規定は、適用しない。 

３ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行

による建築物の敷地面積の減少により、当該事業

の施行の際現に建築物の敷地として使用されてい

る土地で第１項（ただし書を除く。以下この項に

おいて同じ。）の規定に適合しなくなるもの及び

当該事業の施行の際現に存する所有権その他の権

利に基づいて建築物の敷地として使用するならば

同項の規定に適合しないこととなる土地のうち、

次に掲げる土地以外のものについて、その全部を

一の敷地として使用する場合においては、当該土

地に対しては、同項の規定は、適用しない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

５ 第１項の規定は、法第５３条の２第１項第３号

の規定による許可を受けた建築物の敷地について

は、適用しない。 

 

第８条・第９条 （略） 第８条・第９条 （略） 

（適用除外）  

第１０条 区長が第３条第３項、第４条第３項、第

５条第６号、第７条第２項又は前条第１項の規定

によりこの条例の規定に適合しない建築物の建築

を許可した場合は、その許可の範囲内において、

この条例の規定は、適用しない。 

 

第１１条・第１２条 （略） 第１０条・第１１条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

【第３条関係】中野区南台一・二丁目地区における建築物の制限に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第１条～第４条 （略） 第１条～第４条 （略） 

（建築物の敷地面積の最低限度） （建築物の敷地面積の最低限度） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定は、法第５３条の２第１項第３号

の規定による許可を受けた建築物の敷地について

は、適用しない。 

 

第６条～第１８条 （略） 第６条～第１８条 （略） 
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附 則 （略） 附 則 （略） 

【第４条関係】中野区大和町中央通り沿道地区における建築物の制限に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 

（敷地面積の最低限度） （敷地面積の最低限度） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、地区施設の

整備の都合上やむを得ないと認めるときは、同項

の規定に適合しない敷地における建築物の建築を

許可することができる。 

 

３ 第１項の規定は、法第５３条の２第１項第３号

の規定による許可を受けた建築物の敷地について

は、適用しない。 

 

（既存敷地に対する制限の緩和） （既存敷地に対する制限の緩和） 

第７条 基準時において次の各号のいずれかに該当

する土地について、その全部を一の敷地として使

用する場合においては、前条第１項の規定は、適

用しない。 

第７条 基準時において次の各号のいずれかに該当

する土地について、その全部を一の敷地として使

用する場合においては、前条の規定は、適用しな

い。 

⑴ 現に建築物の敷地として使用されている土

地で前条第１項の規定に適合しないもの 

⑴ 現に建築物の敷地として使用されている土

地で前条の規定に適合しないもの 

⑵ 現に存する所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば前条第１

項の規定に適合しないこととなる土地 

⑵ 現に存する所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば前条の規

定に適合しないこととなる土地 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する

土地については、適用しない。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する

土地については、適用しない。 

⑴ 前条第１項の規定が改正された場合におい

て、改正後の同項の規定の施行又は適用の際改

正前の同項の規定に違反している建築物の敷

地又は所有権その他の権利に基づいて建築物

の敷地として使用するならば改正前の同項の

規定に違反することとなった土地 

⑴ 前条の規定が改正された場合において、改正

後の同条の規定の施行又は適用の際改正前の

同条の規定に違反している建築物の敷地又は

所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地

として使用するならば改正前の同条の規定に

違反することとなった土地 

⑵ 前条第１項の規定に適合するに至った建築

物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば同項の規

定に適合するに至った土地 

⑵ 前条の規定に適合するに至った建築物の敷

地又は所有権その他の権利に基づいて建築物

の敷地として使用するならば同条の規定に適

合するに至った土地 

３ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行

による建築物の敷地面積の減少により、当該事業

３ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行

による建築物の敷地面積の減少により、当該事業



4 

 

の施行の際現に建築物の敷地として使用されてい

る土地で前条第１項の規定に適合しなくなるもの

及び当該事業の施行の際現に存する所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用するな

らば同項の規定に適合しないこととなる土地のう

ち、次に掲げる土地以外のものについて、その全

部を一の敷地として使用する場合においては、同

項の規定は、適用しない。 

の施行の際現に建築物の敷地として使用されてい

る土地で前条の規定に適合しなくなるもの及び当

該事業の施行の際現に存する所有権その他の権利

に基づいて建築物の敷地として使用するならば同

条の規定に適合しないこととなる土地のうち、次

に掲げる土地以外のものについて、その全部を一

の敷地として使用する場合においては、同条の規

定は、適用しない。 

⑴ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の

施行により建築物の敷地面積が減少した際、当

該面積の減少がなくとも前条第１項の規定に

違反していた建築物の敷地及び所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用す

るならば同項の規定に違反することとなった

土地 

⑴ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の

施行により建築物の敷地面積が減少した際、当

該面積の減少がなくとも前条の規定に違反し

ていた建築物の敷地及び所有権その他の権利

に基づいて建築物の敷地として使用するなら

ば同条の規定に違反することとなった土地 

⑵ 前条第１項の規定に適合するに至った建築

物の敷地及び所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば同項の規

定に適合するに至った土地 

⑵ 前条の規定に適合するに至った建築物の敷

地及び所有権その他の権利に基づいて建築物

の敷地として使用するならば同条の規定に適

合するに至った土地 

（建築物の敷地が制限区域の内外にわたる場合

の適用関係） 

（建築物の敷地が制限区域の内外にわたる場合

の適用関係） 

第８条 建築物の敷地が第４条又は第６条第１項の

規定による制限を受ける区域の内外にわたる場合

で、その過半が当該区域内に存するときは、当該

建築物又はその敷地の全部について当該規定を適

用する。 

第８条 建築物の敷地が第４条又は第６条の規定に

よる制限を受ける区域の内外にわたる場合で、そ

の過半が当該区域内に存するときは、当該建築物

又はその敷地の全部について当該規定を適用す

る。 

（公益上必要な建築物の特例） （公益上必要な建築物の特例） 

第９条 第４条及び第６条第１項の規定にかかわら

ず、区長は、公益上必要な建築物で用途上又は構

造上やむを得ないものであると認めるときは、こ

れらの規定に適合しない建築物の建築を許可する

ことができる。 

第９条 第４条及び第６条の規定にかかわらず、区

長は公益上必要な建築物で用途上又は構造上やむ

を得ないものであると認めるときは、これらの規

定に適合しない建築物の建築を許可することがで

きる。 

２ （略） ２ （略） 

（適用除外） （適用除外） 

第１０条 区長が第６条第２項又は前条第１項の規

定による許可をした場合は、当該許可の範囲内に

おいて、この条例の規定は、適用しない。 

第１０条 区長が前条の規定による許可をした場合

は、当該許可の範囲内において、この条例の規定

は、適用しない。 
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第１１条 （略） 第１１条 （略） 

（罰則） （罰則） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する者は、１

００，０００円以下の罰金に処する。 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する者は、１

００，０００円以下の罰金に処する。 

⑴ 第４条又は第６条第１項の規定に違反した

場合における当該建築物の建築主（建築物の建

築後に当該建築物の敷地面積を減少させたこ

とによって同項の規定に違反した場合におい

ては、当該建築物の敷地の所有者、管理者又は

占有者） 

⑴ 第４条又は第６条の規定に違反した場合に

おける当該建築物の建築主（建築物の建築後に

当該建築物の敷地面積を減少させたことによ

って同条の規定に違反した場合においては、当

該建築物の敷地の所有者、管理者又は占有者） 

⑵ （略） ⑵ （略） 

２ （略） ２ （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

【第５条関係】中野区沼袋区画街路第４号線沿道地区における建築物の制限に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 

（敷地面積の最低限度） （敷地面積の最低限度） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、地区施設の

整備の都合上やむを得ないと認めるときは、同項

の規定に適合しない敷地における建築物の建築を

許可することができる。 

 

３ 第１項の規定は、法第５３条の２第１項第３号

の規定による許可を受けた建築物の敷地について

は、適用しない。 

 

（既存敷地に対する敷地面積の制限の緩和） （既存敷地に対する敷地面積の制限の緩和） 

第７条 基準時において次の各号のいずれかに該当

する土地について、その全部を一の敷地として使

用する場合は、前条第１項の規定は、適用しない。 

第７条 基準時において次の各号のいずれかに該当

する土地について、その全部を一の敷地として使

用する場合は、前条の規定は、適用しない。 

⑴ 現に建築物の敷地として使用されている土

地で前条第１項の規定に適合しないもの 

⑴ 現に建築物の敷地として使用されている土

地で前条の規定に適合しないもの 

⑵ 現に存する所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば前条第１

項の規定に適合しないこととなる土地 

⑵ 現に存する所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば前条の規

定に適合しないこととなる土地 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する

土地については、適用しない。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する

土地については、適用しない。 
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⑴ 前条第１項の規定が改正された場合におい

て、改正後の同項の規定の施行又は適用の際改

正前の同項の規定に違反している建築物の敷

地又は所有権その他の権利に基づいて建築物

の敷地として使用するならば改正前の同項の

規定に違反することとなった土地 

⑴ 前条の規定が改正された場合において、改正

後の同条の規定の施行又は適用の際改正前の

同条の規定に違反している建築物の敷地又は

所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地

として使用するならば改正前の同条の規定に

違反することとなった土地 

⑵ 前条第１項の規定に適合するに至った建築

物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば同項の規

定に適合するに至った土地 

⑵ 前条の規定に適合するに至った建築物の敷

地又は所有権その他の権利に基づいて建築物

の敷地として使用するならば同条の規定に適

合するに至った土地 

３ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行

による建築物の敷地面積の減少により、当該事業

の施行の際現に建築物の敷地として使用されてい

る土地で前条第１項の規定に適合しなくなるもの

及び当該事業の施行の際現に存する所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用するな

らば同項の規定に適合しないこととなる土地のう

ち、次に掲げる土地以外のものについて、その全

部を一の敷地として使用する場合においては、同

項の規定は、適用しない。 

３ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行

による建築物の敷地面積の減少により、当該事業

の施行の際現に建築物の敷地として使用されてい

る土地で前条の規定に適合しなくなるもの及び当

該事業の施行の際現に存する所有権その他の権利

に基づいて建築物の敷地として使用するならば同

条の規定に適合しないこととなる土地のうち、次

に掲げる土地以外のものについて、その全部を一

の敷地として使用する場合においては、同条の規

定は、適用しない。 

⑴ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の

施行により建築物の敷地面積が減少した際、当

該面積の減少がなくとも前条第１項の規定に

違反していた建築物の敷地及び所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用す

るならば同項の規定に違反することとなった

土地 

⑴ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の

施行により建築物の敷地面積が減少した際、当

該面積の減少がなくとも前条の規定に違反し

ていた建築物の敷地及び所有権その他の権利

に基づいて建築物の敷地として使用するなら

ば同条の規定に違反することとなった土地 

⑵ 前条第１項の規定に適合するに至った建築

物の敷地及び所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば同項の規

定に適合するに至った土地 

⑵ 前条の規定に適合するに至った建築物の敷

地及び所有権その他の権利に基づいて建築物

の敷地として使用するならば同条の規定に適

合するに至った土地 

第８条～第１２条 （略） 第８条～第１２条 （略） 

（建築物の敷地が制限区域の内外にわたる場合

の適用関係） 

（建築物の敷地が制限区域の内外にわたる場合

の適用関係） 

第１３条 建築物の敷地が第４条第１項若しくは第

２項又は第６条第１項の規定による制限を受ける

区域の内外にわたる場合で、その過半が当該区域

内に存するときは、当該建築物又はその敷地の全

第１３条 建築物の敷地が第４条第１項若しくは第

２項又は第６条の規定による制限を受ける区域の

内外にわたる場合で、その過半が当該区域内に存

するときは、当該建築物又はその敷地の全部につ
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部について当該規定を適用する。 いて当該規定を適用する。 

２ （略） ２ （略） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

（公益上必要な建築物の特例） （公益上必要な建築物の特例） 

第１５条 第６条第１項、第８条及び第１１条の規

定にかかわらず、区長は、公益上必要な建築物で

用途上又は構造上やむを得ないものであると認め

るときは、これらの規定に適合しない建築物の建

築を許可することができる。 

第１５条 第６条、第８条及び第１１条の規定にか

かわらず、区長は公益上必要な建築物で用途上又

は構造上やむを得ないものであると認めるとき

は、これらの規定に適合しない建築物の建築を許

可することができる。 

２ （略） ２ （略） 

（適用除外） （適用除外） 

第１６条 区長が第４条第２項ただし書、第６条第

２項、第１１条第２項第６号又は前条第１項の規

定による許可をした場合は、当該許可の範囲内に

おいて、この条例の規定は、適用しない。 

第１６条 区長が第４条第２項ただし書、第１１条

第２項第６号又は前条第１項の規定による許可を

した場合は、当該許可の範囲内において、この条

例の規定は、適用しない。 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

（罰則） （罰則） 

第１８条 次の各号のいずれかに該当する者は、１

００，０００円以下の罰金に処する。 

第１８条 次の各号のいずれかに該当する者は、１

００，０００円以下の罰金に処する。 

⑴ 第４条第１項若しくは第２項又は第６条第

１項の規定に違反した場合における当該建築

物の建築主（建築物の建築後に当該建築物の敷

地面積を減少させ、又は当該敷地を分割したこ

とによって同項の規定に違反した場合におい

ては、当該建築物の敷地の所有者、管理者又は

占有者） 

⑴ 第４条第１項若しくは第２項又は第６条の

規定に違反した場合における当該建築物の建

築主（建築物の建築後に当該建築物の敷地面積

を減少させ、又は当該敷地を分割したことによ

って同条の規定に違反した場合においては、当

該建築物の敷地の所有者、管理者又は占有者） 

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

【第６条関係】中野区弥生町三丁目周辺地区における建築物の制限に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 

（敷地面積の最低限度） （敷地面積の最低限度） 

第４条 地区計画に定める地区整備計画の地区（以

下「整備計画地区」という。）のうち住宅地区Ａ

又は住宅地区Ｂにおける建築物の敷地面積は、６

第４条 地区計画に定める地区整備計画（以下単に

「地区整備計画」という。）の地区（以下「整備

計画地区」という。）のうち住宅地区Ａ又は住宅
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０平方メートル以上でなければならない。 地区Ｂにおける建築物の敷地面積は、６０平方メ

ートル以上でなければならない。ただし、公共施

設又は地区整備計画において定められた地区施設

の整備の都合上やむを得ないと区長が認めて許可

した場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、地区施設の

整備の都合上やむを得ないと認めるときは、同項

の規定に適合しない敷地における建築物の建築を

許可することができる。 

 

３ 第１項の規定は、法第５３条の２第１項第３号

の規定による許可を受けた建築物の敷地について

は、適用しない。 

 

（既存敷地に対する敷地面積の制限の緩和） （既存敷地に対する敷地面積の制限の緩和） 

第５条 中野区弥生町三丁目地区における建築物の

制限に関する条例の一部を改正する条例（令和４

年中野区条例第４１号）の施行の時（以下「基準

時」という。）において次の各号のいずれかに該

当する土地について、その全部を一の敷地として

使用する場合は、前条第１項の規定は、適用しな

い。 

第５条 中野区弥生町三丁目地区における建築物の

制限に関する条例の一部を改正する条例（令和４

年中野区条例第４１号）の施行の時（以下「基準

時」という。）において次の各号のいずれかに該

当する土地について、その全部を一の敷地として

使用する場合は、前条本文の規定は、適用しない。 

⑴ 現に建築物の敷地として使用されている土

地で前条第１項の規定に適合しないもの 

⑴ 現に建築物の敷地として使用されている土

地で前条本文の規定に適合しないもの 

⑵ 現に存する所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば前条第１

項の規定に適合しないこととなる土地 

⑵ 現に存する所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば前条本文

の規定に適合しないこととなる土地 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する

土地については、適用しない。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する

土地については、適用しない。 

⑴ 前条第１項の規定が改正された場合におい

て、改正後の同項の規定の施行又は適用の際改

正前の同項の規定に違反している建築物の敷

地又は所有権その他の権利に基づいて建築物

の敷地として使用するならば改正前の同項の

規定に違反することとなった土地 

⑴ 前条の規定が改正された場合において、改正

後の同条の規定の施行又は適用の際改正前の

同条本文の規定に違反している建築物の敷地

又は所有権その他の権利に基づいて建築物の

敷地として使用するならば改正前の同条本文

の規定に違反することとなった土地 

⑵ 前条第１項の規定に適合するに至った建築

物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば同項の規

定に適合するに至った土地 

⑵ 前条本文の規定に適合するに至った建築物

の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建

築物の敷地として使用するならば同条本文の

規定に適合するに至った土地 
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３ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行

による建築物の敷地面積の減少により、当該事業

の施行の際現に建築物の敷地として使用されてい

る土地で前条第１項の規定に適合しなくなるもの

及び当該事業の施行の際現に存する所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用するな

らば同項の規定に適合しないこととなる土地のう

ち、次に掲げる土地以外のものについて、その全

部を一の敷地として使用する場合においては、同

項の規定は、適用しない。 

３ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行

による建築物の敷地面積の減少により、当該事業

の施行の際現に建築物の敷地として使用されてい

る土地で前条本文の規定に適合しなくなるもの及

び当該事業の施行の際現に存する所有権その他の

権利に基づいて建築物の敷地として使用するなら

ば同条本文の規定に適合しないこととなる土地の

うち、次に掲げる土地以外のものについて、その

全部を一の敷地として使用する場合においては、

同条本文の規定は、適用しない。 

⑴ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の

施行により建築物の敷地面積が減少した際、当

該面積の減少がなくとも前条第１項の規定に

違反していた建築物の敷地及び所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用す

るならば同項の規定に違反することとなった

土地 

⑴ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の

施行により建築物の敷地面積が減少した際、当

該面積の減少がなくとも前条本文の規定に違

反していた建築物の敷地及び所有権その他の

権利に基づいて建築物の敷地として使用する

ならば同条本文の規定に違反することとなっ

た土地 

⑵ 前条第１項の規定に適合するに至った建築

物の敷地及び所有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用するならば同項の規

定に適合するに至った土地 

⑵ 前条本文の規定に適合するに至った建築物

の敷地及び所有権その他の権利に基づいて建

築物の敷地として使用するならば同条本文の

規定に適合するに至った土地 

第６条～第９条 （略） 第６条～第９条 （略） 

（建築物の敷地が制限区域の内外にわたる場合

の適用関係） 

（建築物の敷地が制限区域の内外にわたる場合

の適用関係） 

第１０条 建築物の敷地が第４条第１項又は第８条

第１項の規定による制限を受ける区域の内外にわ

たる場合で、その過半が当該区域内に存するとき

は、当該建築物又はその敷地の全部について当該

規定を適用する。 

第１０条 建築物の敷地が第４条又は第８条第１項

の規定による制限を受ける区域の内外にわたる場

合で、その過半が当該区域内に存するときは、当

該建築物又はその敷地の全部について当該規定を

適用する。 

２ （略） ２ （略） 

（公益上必要な建築物の特例） （公益上必要な建築物の特例） 

第１１条 第４条第１項及び第６条第１項本文の規

定にかかわらず、区長は、公益上必要な建築物で

用途上又は構造上やむを得ないものであると認め

るときは、これらの規定に適合しない建築物の建

築を許可することができる。 

第１１条 第４条本文及び第６条第１項本文の規定

にかかわらず、区長は公益上必要な建築物で用途

上又は構造上やむを得ないものであると認めると

きは、これらの規定に適合しない建築物の建築を

許可することができる。 

２ （略） ２ （略） 
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（適用除外） （適用除外） 

第１２条 区長が第４条第２項、第６条第２項、第

８条第１項ただし書又は前条第１項の規定による

許可をした場合は、当該許可の範囲内において、

この条例の規定は、適用しない。 

第１２条 区長が第４条ただし書、第６条第２項、

第８条第１項ただし書又は前条第１項の規定によ

る許可をした場合は、当該許可の範囲内において、

この条例の規定は、適用しない。 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

（罰則） （罰則） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者は、１

００，０００円以下の罰金に処する。 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者は、１

００，０００円以下の罰金に処する。 

⑴ 第４条第１項又は第８条第１項本文の規定

に違反した場合における当該建築物の建築主

（建築物の建築後に当該建築物の敷地面積を

減少させ、又は当該敷地を分割したことによっ

て第４条第１項の規定に違反した場合におい

ては、当該建築物の敷地の所有者、管理者又は

占有者） 

⑴ 第４条本文又は第８条第１項本文の規定に

違反した場合における当該建築物の建築主（建

築物の建築後に当該建築物の敷地面積を減少

させ、又は当該敷地を分割したことによって第

４条本文の規定に違反した場合においては、当

該建築物の敷地の所有者、管理者又は占有者） 

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 


